
策定に当たって

東京都障害者就労支援協議会は、平成20年11月に「首都TOKYO障害者就労支援行

動宣言」を策定しました。また、平成21年度・22年度には、この宣言を具体化する年

度毎の事業計画として「障害者雇用・就労推進連携プログラム」を策定し、本協議会

に集う関係機関が連携しながら多様な取組を進めてきました。

最近の障害者雇用情勢を見ると、都内民間企業の実雇用率は1.63％と、８年連続し

て上昇しているものの、依然として法定雇用率1.8％を下回っています。特に56人以上

300人未満の中小企業の実雇用率は0.92％に留まっている等、依然として厳しい状況が

続いています。

一方、就職者数は平成19年度以来３年ぶりに前年度実績を上回り、特に精神障害者

については増加傾向にある等、障害者雇用の実績の拡大も見られます。

こうした中で、今後とも、就職を希望する障害者を企業につなぐとともに、在職中

の障害者の雇用の維持、離職した場合の再就職支援、国・都等公的機関における雇用、

雇用の場と機会の拡大等、障害者の就労を支援する取組をさらに強力に推進していく

必要があります。

本協議会は、平成23年度の事業計画「連携プログラム２０１１」を策定し、障害者

雇用に向けた取組を着実に進めてまいります。
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